
ている。

これらの地方債は、将来世代にわたって必要な投資を行いつつ、

地方財政の健全な運営を両立していくための有効な投資財源として、

各地方自治体において広く活用されているところである。

また、各地方自治体では、激甚化する風水害や地震に対する防災・

減災対策、老朽化した公共施設の長寿命化改修、脱炭素化に向けた

施設整備など、多様化する課題に対応するための付加価値の高い投

資ニーズが高まっており、これらに対応する地方債の活用ニーズも

高まっている状況である。

そうした中、これらの地方債が全て予定どおりに終了してしまう

と、各地方自治体においては財政上の負担が懸念材料となり、多様

化する課題に対応するための必要な投資を持続的に行っていくこと

が困難となる。

ついては、令和７年度から８年度にかけて制度終了が予定されて

いる地方交付税措置のある地方債について、期間延長の措置を講じ

ること。また、長寿命化事業など、中長期的に取り組むべき事業に

ついては、あわせて制度の恒久化について検討すること。

２ バス運転士不足の解消等について

ポストコロナを迎えて人々の暮らしや働き方が多様化し、地域公共交

通へのニーズも複雑化する中において、路線バスの減便や廃止による「地

域の足」不足が社会問題となっており、地域住民の生活に深刻な影響を

及ぼしている状況にある。

その最大の要因はバス運転士不足であり、長時間労働・不規則勤務を

要する労働環境など、新規人材の発掘・育成が進まない状況から、時間外

労働の上限規制への対応が難しく、また、中高年の男性に偏在する就業

構造となっている。各自治体においても、地域の実情に応じた支援策な

どを講じているが、十分なバス運転士の確保に至っておらず、対策が急

務となっている。

このため、バス事業者の経営努力はもとより、大型二種免許の取得支

援などによる裾野の拡大、多様な人材・働き方に対応した職場環境の整

備、ＤＸ技術などを活用した労働環境の改善、就労意欲の向上につなが

る魅力発信など、喫緊の対応が必要である。

加えて、中長期的には、交通ネットワークの再構築による運行の効率

化や、自動運転の社会実装による人員不足の解消など、多角的な対策の

推進が重要である。

これらの取組の実現にあたっては、国・都道府県・基礎自治体・バス事

業者などの関係者がそれぞれの役割に応じて、連携して進めていく必要

がある。

ついては、次の事項について、特段の措置を講じられたい。

１ 国が、バス事業者の経営効率化や、事業の多角化による経営基盤の

強化などの主体的な経営努力を促す環境を整備するとともに、バス運

転士の安定的な雇用確保につながる取組を率先して牽引すること。そ

の際、国や自治体をはじめ関係者の役割を明確にするとともに、社会
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情勢の変化等を踏まえ、適宜見直しを行うこと。

２ バス運転士の労働力確保のため、必要な技能を有する人材の活用や、

バス運転士養成機関の設立、外国人受入れに向けた取組などのキャリ

ア形成のための支援を充実させること。

３ バス運転士への就労意欲の向上につながるＰＲの強化や魅力発信な

どのバス運転士確保に向けた機運醸成の取組を国が率先して行うとと

もに、バス事業者への支援を充実させること。

４ バス運転士の負担軽減に向け、走行環境の改善、運転支援システム

の技術開発促進や導入に係る財政支援、ＤＸ化への財政支援などを充

実させること。

５ 幹線的なバス交通を基軸としつつ、それを補完する複数の交通モー

ドとの連携を図るため、地域特性や環境変化に応じた交通ネットワー

ク再構築にあたり、基本的な方針の提示や知見の共有など、必要な支

援を充実させること。

６ 路線バス自動運転化に向け、技術開発促進や走行環境の更なる整備、

初期投資への支援などを充実させること。
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